


内部留保を活用した賃上げ
――日本共産党の提案
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対案示し政策転換迫る 「原発、マイナ、大型開発の
企業が自民党に多額献金」衆院予算委で田村委員長

山添氏

　日本共産党の田村智子委員
長は11日の衆院予算委員会で、
「大企業の利益のため込みに対
し応分の負担を求めずに、どう
して大幅賃上げができるのか」
と、自民党の経済政策を批判。
抜本的転換を求めました。

　山添拓政策委員長は６日の参院予算
委員会で、パネル（右）を示し、原発、
軍需、マイナンバー、大型開発などの
関連企業から自民党が多額の献金を受
け取り、政府公共発注で〝還元〟する実
態を告発。企業献金によって政治がゆ
がめられていると批判しました。
　石破茂首相は「企業に政治は左右
されない」と強弁。企業献金に固執す
る姿勢をあらわにしました。

　田村氏は、アベノミクス
以降、大企業の内部留保
が220兆円も増えたと指
摘。2013年からの「賃上
げ減税」では、「大企業の
高水準の利益」は賃金に

回らず内部留保を増加させただけと
告発しました。
　しかも昨年、物価高騰で家計消
費支出がマイナスを記録し続けるな
かでも内部留保が28兆円積み増し
された一方、「賃金が上がらず、人
生に絶望してしまう」、「普通に働い
ているのに普通に暮らせない」との
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質問する田村智子委員長（左）＝１１日、衆院予算委

派遣労働者の声を突き付けました。
　田村氏は、アベノミクス以降に増
えた大企業の内部留保220兆円の一
部に課税し、中小企業の直接支援に
還流させ、政治の責任で働く人全体
の賃金に回すことを要求しました。

　田村氏は、「医療機関では年末一
時金が昨年より平均10万円減少」
「医療従事者の大量離職が生じ、救
急搬送の受け入れや手術の実施が
困難な状況もある」（医労連調査）
と告発。「賃上げのために緊急かつ
恒常的な手だてを」と迫りました。
　そして、「さらに深刻なのは介護
分野。低賃金で人手不足が起きて
いる。低賃金の構造は政治がつくっ
た」と批判。「その上、訪問介護の

基本報酬は今年もマイナス改定。倒
産した事業所は過去最多」と指摘し
ました。岸田文雄前首相が国会で「医
療・介護・障害福祉分野での率先
した賃上げの実現」を表明した（１月）
こと、自民党が政権復帰した総選挙
（2012年）で、介護保険の国負担
割合引き上げを公約したことを示
し、賃上げの実現を迫りました。


